「地域主権推進大綱」閣議決定に対する自治労見解
１．11月30日の閣議において、「地域主権推進大綱」（以下、「大綱」という。）を閣議決定した。内容は、「地域主権戦略大綱」（2010年6月23日閣議決定）に基づき進められた「地域主権改革」の成果を踏まえ、一層の推進を図るため、今後２～３年を見据えた政府の取り組み方針を示している。「大綱」で示された改革メニューは、ひも付き補助金の一括交付金化をはじめ、自民党政権下でなし得なかった画期的な改革が実現したものとして、自治労としても積極的に評価できる。一方、「地域主権改革」は道半ばであり、民主党政権で進めた流れを止めることなく、継続・強化していかねばならない。
２．義務付け・枠付の見直しついては、今年度中の条例化にむけて、第1次一括法、第２次一括法に基づく施設・公物設置管理基準等の条例化が進められているが、地域の実情を踏まえ、条例化を着実に進めていく必要がある。また、衆議院の解散により廃案となった第３次一括法、第４次の見直しを含め、積み残された課題についても、不要な義務付け等の廃止・縮小を基本に進めていくことが重要である。
３．地域自主戦略交付金については、ひも付き補助金を改め、一括交付金とし、府省の枠にとらわれず、自治体の自主的な事業選択が可能となった。対象事業の予算総額確保、配分方法や事務手続きの改善など、地域の実情を踏まえ運用改善を進めるとともに、抜本的な補助金改革として、国から地方へ税源移譲の道筋を示す必要がある。一方、自民党の総選挙の政策において、新たな交付金を創設するとしているが、国の関与を強化する「ひも付き補助金」に逆戻りさせてはならない。
４．国の出先機関に係る事務・ブロック単位の移譲を進める「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案」（2012年11月15日閣議決定）については、移譲対象となる特定広域連合等の危機管理体制に対して市町村の懸念が解消されないまま、閣議決定された点については残念である。また、具体的な財源措置など不明確な論点も多く、今後の動向を注視するとともに、真の分権につながる出先機関改革を求める必要がある。
５．いわゆる「道州制」については、大綱の中で「地方や関係各界との幅広い意見交換も行いつつ、地域の自主的判断を尊重しながら、その検討も射程にいれていく」と言及している。自民党や日本維新の会が道州制推進を強調しているが、導入の必要性など国民的な議論が不十分の中で、地域の実情を無視し、拙速な検討とならないよう警戒が必要である。まずは、基礎自治体中心の改革を進めてきた民主党政権下の「地域主権改革」を着実に進めることを最優先すべきである
６．自治労は、民主党政権で進めた公共サービスの充実と地域主権改革が後退することがないよう取り組みを強化する。そのためにも、今次総選挙において協力議員をはじめとする全ての推薦候補、我々と志を同じくする候補の必勝にむけ組織の総力をあげて取り組みを進めていく。
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